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研究成果の概要（和文）：本研究は、アフリカ農村部における村長や首長といった伝統的権威に対する信頼度の
規定要因を検証することで、公共財管理に関する効率的なメカニズムの構築に資する政策的含意を探った。その
結果、(1)環境リスクの存在により互助の需要が高い地域、(2)中央政府の行政能力の浸透が困難な遠隔地、(3)
政治的競争が低い地域、(4)少ない数の民族で構成されている地域において、伝統的権威への信頼度が高いこと
を明らかにした。ただしマラウィにおいて実施した調査では、総じて伝統的権威に対して高い信頼度を示す一方
で、肥料の補助金クーポンの配布に関しては一部の住民の間で不信感が広がっていたため、文脈に応じた評価が
求められる。

研究成果の概要（英文）：This study explores the policy implications of establishing efficient public
 goods management schemes in rural Africa by investigating the determinants of trust in traditional 
authorities such as village heads and chiefs. This study finds that trust in traditional authority 
is higher in (1) areas where there is a high demand for mutual help due to the presence of 
environmental risks, (2) remote areas where the administrative capacity of the central government is
 difficult to penetrate, (3) areas where political competition is less intense, and (4) areas 
composed of a small number of ethnic groups. However, while the survey conducted in Malawi generally
 shows a high level of trust in traditional authority, we also observe widespread distrust among 
some residents regarding the distribution of fertilizer subsidy coupons. Thus, a context-specific 
evaluation is warranted.

研究分野：開発経済学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
国家機能が浸透していないアフリカ農村部において、伝統的権威が公共財の供給と管理に果たす役割は大きい。
他方で、共同体による運営が機能不全に陥っている事例も散見される。既存研究は公共財供給において、水平方
向の住民間の信頼関係の重要性を指摘する。他方で住民と地域リーダーとの間の信頼関係といった垂直方向の社
会階層に基づく議論を展開した研究は少ない。伝統的権威への信頼の規定要因を検証した本研究の実証結果は、
(1)互助の必要性が薄く、(2)多様な民族が居住する地域では、伝統的権威への信頼は低く彼らを中心とする公共
財の供給・管理は困難であることが予想されるため、中央政府による積極的な介入の必要性を示唆する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
徴税能力及び政策遂行能力に乏しいアフリカ諸国では、特に農村部において公共財の供給や
管理に関する権利や責任を受益者であるコミュニティーに移譲することが多い。このようなコ
ミュニティー主導の参加型開発は 2000年以降国際ドナーにより推進されてきた。とりわけ、 

1． 当事者が意思決定過程に参加することで受益者の選好の直接的な反映 
2． 潜在的なプロジェクトへの需要に関する情報の優位性 
3． 共同体内の長期的利害関係に立脚した人間関係による、ただ乗り問題の回避 

を主要な理論的根拠とし、共同体による効率的な公共財の設置と運営が期待された。 
 しかしながら、現実には共同体メンバーの需要を反映したプログラムが必ずしも実施される
わけではなく、首長や村長など地域のエリートによる収奪(Elite Capture)がしばしば問題とな
ることが既存研究により指摘されている。しかし一見すると資源が受益者間で公平に配分され
ていなようであるが、その決定は共同体の相違なのかエリートの選好のみの反映か厳密に区別
する作業が必要である。よって、次の二点は経済理論に基づき実証すべき問いといえる。 

1． 潜在的に利点が数多く存在するにも関わらず、コミュニティー主導の公共財供給
や管理はなぜ失敗に終わるのであろうか 

2． 誰にどのような介入を行えば、自発的かつ持続的な公共財管理のメカニズムを密
接な人間関係を基盤とする共同体内に構築することが出来るだろうか 

 
２．研究の目的 
 上記の重要な問いに解答するため、ザンビア農村部における水ポンプなど公共財の共同体に
よる管理を例にとり、本研究では次の二点を明らかにすることを目的として設定する。 
 第一に、どのような村で公共財がうまく管理されているか、という点を明らかにする。特に、
村長の特徴や専攻および村人の選好、そして両者の相互作用との関連を探ることで、共同体成員
（特に村長）の社会的選好はどの程度、説明力を擁しているかを解明する。 
 第二に、村長に金銭的動機を与えるフィールド実験を通じて、村長の動機欠如が共同体内の協
調行動の欠如の要因である可能性を因果関係として検証する。村長の村民間の協調を促す取り
組みが社会ネットワークの携帯に応じて異なる効果を生む可能性も検証する。 
 
３．研究の方法 
 本研究課題の申請時においては、フィールド実験を伴う現地調査をザンビア北部のカッパー
ベルト県の農村を対象に実施する予定であったが、世界的な新型コロナウィルス感染症の流行
により研究方法の変更を余儀なくされた。そのため、第一の研究目的である協調行動の規程要因
として高い相関が想定される伝統的権威への信頼度の決定要因を分析することに変更した。 
 そのため、第一の分析として、公開されているデータを用いて、村長や首長といった伝統的権
威に対する信頼度の規程要因を探索した。より具体的には、ザンビアで 2014 年に実施された
Afrobarometer 調査で得られたデータに衛生環境や役所(district office)の所在地といった地
理情報を紐づけることでデータを構築し分析を行った。 
 また、第二の分析として、村長や首長といった伝統的権威の国政選挙に対する投票動員に果た
す役割を検証するため、選挙区ごとの民族多様性指標を伝統的権威に対する信頼度に紐づけた。
具体的には、ザンビアで 2009 年および 2014 年に実施された Afrobarometer 調査で得られたデ
ータから伝統的権威への信頼度を、2010 年に実施された国勢調査データから民族多様性指標を
それぞれ計測した。推計には、民族ごとのホームランドからの距離を民族多様性指標の操作変数
として用いた操作変数法を実施した。 
 最後に、第三の分析として、当初の研究対象国であったザンビア共和国の隣に位置するマラウ
ィ共和国で家計調査を委託契約により実施することが可能となったため、地元農民の伝統的権
威に対する信頼度や評価を調査した。本調査は、SC Marvwere 地区より 8村と TA Mkanda 地区よ
り 12 村、計 15ヵ村から 20 家計ずつ無作為抽出した 300 家計を対象に、2022 年 11 月と 2023 年
3 月の二度にわたり実施し、同一家計を追跡した。とりわけ、伝統的権威の肥料補助制度に際し
て果たす役割に注目して情報を収集した。 
 
４．研究成果 
(1) 分析１：伝統的権威に対する信頼度を規定する要因の仮説の設定と対応する変数 
 実証分析に先立ち、先行研究を踏まえて、以下の実証仮説を設定した。 
 まず、地理的条件、特に衛生条件に関連する要因が政治体制の重要な規程要因になりうる。例
えば、Alsan (2015)はツェツェバエの生息に適した地域（すなわち家畜の使用が限定的となる地
域）に居住する民族集団の政治体制は中央集権性が弱いことを示した。このような先行研究の指
摘に従い、次のような仮説を設定する。 
 
仮説 1：アフリカ地域においてヒト病原体として重要なマラリアおよび家畜病として重要な眠
り病のリスクが高い地域ほど、伝統的権威への信頼度は低い 



 
 マラリアのリスクを指標化するため、Kiszewski et al. (2004) が提案した Malaria Ecology 
Index (MEI)を用いる。図 1は、マラリア指標の地理的分布を Afrobarometer調査の回答者の居
住地とともに図示している。 

 

図 1：Afrobarometer 調査回答者の居住地とマラリア指標の地理的分布 
註：紫の点は回答者が居住する調査クラスター、マラリア指標は橙色の濃淡で示されている。濃
い色はマラリアの感染リスクが高い地域であることを示す。 
 
 次に、賦存条件に起因する政治体制のほかに、中央政府との関係性についても少ないながら
も幾つか先行研究が存在する。行政能力(state capacity)が脆弱なアフリカ政府は影響力を農村
部まで浸透させることが難しく、そのような国家制度の穴を埋める存在として各地の伝統的権
威と協調行動をとることがしばしば観察される。例えば、Henn(2020) アフリカ 25ヵ国のデー
タを用いた彼の実証結果は、中央政府と地域の伝統的権威がどのような関係性にあるかを規定
する要因として、憲法上で明文化された伝統的権威の役割が重要であることを指摘した。特に、
憲法に伝統的権威の役割が明記されている国では、政府の行政能力の代理変数として使用した
村から地区の役所(district office)までの距離が近いほど、伝統的権威の影響力は強いと人々から
認識されており、また公共財供給の頻度も多かった。彼の実証結果を鑑みると、ザンビアでは伝
統的権威が国家の統治機構の一つとして制度化されているため、中央政府と伝統的権威が補完
的な関係にあると予測される。すなわち、次のような実証仮説が導出される。 
仮説２：中央政府の影響力・浸透力が高い地域では、伝統的権威への信頼度も高い 
 
 本研究では回答者の居住地から回答者の所属する地区(district)の役所(headquarter)までの距
離を中央政府の行政能力の代理変数として使用する。 
 
最後に、短期的な政治状況が伝統的権威への信頼度に与える影響を検証する。例えば、ジンバ
ブエで実施された Afrobarometer 調査では、伝統的権威の影響力は上昇傾向にあることが
Michalopoulos and Papaioannou (2015)により報告されている。さらに、伝統的権威は国政選
挙に際して金銭的な支援や公共財の優先的な配分との引き換えに投票の動員を政党に約束する
ことが Baldwin(2013)で報告されている。以上より、次の仮説を検定する。 
仮説 3：政治的競争が激しい地域では、伝統的権威への信頼度は高い 
 
政治的競争を数量化するため、まず選挙区の Shapefileを用いて回答者の居住地と彼らが
属する選挙区を紐づけた。次に、各選挙区について最多票を獲得した大統領候補者の得票率
と、次点との得票率の差(margin of victory)を計算した。次点との得票率の差をその地域に
おける政治的競争の代理変数として使用する。 
 
(2) 伝統的権威に対する信頼度を規定する要因の仮説の検定結果 



上記の仮説を検定するため、以下の四種類の被説明変数を用いた。① 伝統的権威への信頼度、
② 伝統的権威との接触回数、③ 伝統的権威の過去 1年間の業績や行動に対する評価、④ 伝統
的権威の汚職への関与。 
 
推計結果は以下のように要約できる。 
まず仮説 1 については、仮説に反してマラリアのリスクが高い地域に住んでいる回答者ほど
伝統的権威への信頼度は高く、接触頻度も高く、さらに伝統的権威の直近の業績や振る舞いを高
く評価する傾向にあることが判明した。この発見に関する一つの解釈は、衛生環境が悪く健康リ
スクが甚大な地域では、病気などのショックが起きた際に互助の重要性が増すが、そのような経
験を通じて地域住民と政治的リーダーとの信頼関係もより醸成されやすい環境にあるのかもし
れない。マラリアのリスクを規定している条件は天候条件であることからも、リスク共有を動機
とした信頼関係の醸成が水平方向の人間関係のみならず、垂直方向の関係性にも成立すること
を示唆する結果といえる。 

 

他方で、眠り病のリスクと伝統的権威への信頼度との間には、有意な相関関係は検出されなか
った。ただし、眠り病のリスクが高い地域に住む回答者は、伝統的権威が汚職に関与しているの
ではないかという疑念をより抱いており、この点は家畜が使用できないため散村が形成されや
すいことから統治者の説明責任が不透明になりやすいという解釈と整合的である。 
 
次に仮説 2 の検証に移る。推計結果は、中央政府の行政能力の浸透度の代理変数として使用
した地区の役所までの距離は伝統的権威への信頼度や接触頻度と正の相関を示した。すなわち、
役所から遠いところに住んでいる回答者のほうが伝統的権威をより信頼しており、Henn (2020)
で報告された実証結果とは反し、仮説 2も支持されなかった。よって、ザンビアのデータからは
伝統的権威と政府は代替的な関係にあることが示唆される。 

 
最後に、仮説 3を検証する。信頼度と政治的競争の間には統計的な有意性は検出されなかった
が、符号は競争が穏やかなほど伝統的権威への信頼は厚いという相関を示した。また政治的競争
が激しい選挙区であると伝統的権威との接触頻度が上昇することが明らかになった。よって仮
説 3は弱く支持されている。 
 
(3) 分析 2：伝統的権威に対する信頼度と民族多様性に関する仮説の設定と対応する変数 
分析 1の結果より、① 政治競争が激しい選挙区であると伝統的権威との接触頻度が上昇する
こと、② 出身民族のホームランドに住んでいる回答者は伝統的権威との接触機会をより多く持
ち、彼らの行動を非常に高く評価していること、が明らかとなった。この結果は、民族に基づく
依怙贔屓(Ethnic favoritism)が発生している可能性があるが、背景には伝統的権威側の国政選挙に
おける投票動員が誘引として考えられる。例えば、Baldwin (2013)は、伝統的権威は金銭的な支
援や公共財の優先的な配分との引き換えに国政選挙における投票の動員を政党に約束している
ことを示唆する証拠を報告している。すなわち、地域における民族構成と伝統的権威への信頼度
の相関は高いことが予想される。 

 
この点を確認するため、国勢調査データを用いて選挙区ごとに、民族多様化指数(Ethno-

Linguistic Fractionalization: ELF)を計算した。ELFは、ランダムに選ばれた 2人の個人が同じ
民族出身である確率と解釈でき、0から 1の値を取る。高い ELFを持つ地域ほど、民族多様
性が高い。ザンビアの国勢調査は、自己申告で民族が報告されている数少ないデータの一つ
である。これにより、民族とその集中度の地理的分布が同定できる。 
 
(4) 分析 2：伝統的権威に対する信頼度と民族多様性に関する分析結果 
計算された ELF 指数を、2014 年の Afrobarometer 調査で得られた伝統的権威への信頼度に回
帰した分析結果は以下のように要約される。まず、OLSによる結果は、負の相関を示した。すな
わち、民族構成が多様な選挙区ほど伝統的権威への信頼度は低い傾向にある。ただし、民族構成
を示す ELF は内生変数である可能性が高い。内生性を考慮するために、ELF 指数に対する操作
変数として選挙区の重心から各ホームランドまでの距離の平均値および標準偏差を用いた 2 段
階最小二乗法による推計も実施した。結果は特定化に依存せず、ELF指数の係数は負の値を示し
た。例えば、ELF 指数の 1標準偏差の上昇は信頼度を 0.29減少させる効果を示し、これはおよ
そアウトカム変数の平均値の 10%に該当する。すなわち、民族多様性の高まりは伝統的権威の信
頼度の低下を伴うことを示唆する結果となった。 
 
(5) 分析 3: マラウィ共和国における伝統的権威に対する信頼度 
 家計調査によって、マラウィ共和国の SC Marvwere 地区および TA Mkanda 地区に居住する約
300 家計より、伝統的権威に対する信頼度や評価を計測した。描写的な分析によると、4段階評
価で 8 割近くが一定程度信頼していることが分かった。Afrobarometer 調査と同様の質問を用い
たため、比較する作業を実施し、一般の傾向と同様かどうかを確認する必要がある。ただし、肥



料補助クーポンの割り当てや登録方法には高い不満を示しており、6割近くの農民は最低の評価
を与えている。また半数は首長の関与は透明性が高かったことに同意しながらも、他方で異なる
20％の農民は近親者への優先的にクーポンを配布しているのではないか、との疑念を抱いてい
ることも明らかとなった。 
 
(6) 結論 
  本研究は、アフリカ農村部における村長や首長といった伝統的権威の支持基盤への理解を深
める目的で、住民の彼らに対する信頼度の規定要因を探索した。その結果、① 環境リスクの存
在により互助の需要が高い地域、② 中央政府の行政サービスが浸透しづらい遠隔地、③ (追加
的な分析が必要であるが)政治的競争がそこまで激しくない地域、そして、④ 少ない数の民族で
構成されている地域において、伝統的権威への信頼度が高いことを明らかにした。総じて本研究
の実証結果は、① 互助の必要性が薄い、②多様な民族が居住する地域では、伝統的権威を中心
としたコミュニティに一存した公共財の供給および管理ではなく、中央政府による積極的な政
策的介入の必要性を示唆する。ただし、マラウィにおける調査の事例が示すように、議論する政
策や側面に応じて不信感が住民の間で広がっている事象も同時に存在する。また重要な論点と
して、伝統的権威の高い支持は効果的な公共プロジェクトの運営の必要条件ではあるが十分条
件ではない。実際に、信頼の厚い伝統的権威が公共財の円滑な供給および効率的な管理を実施し
ているか否かは、将来の研究によって、実証されなければならない重要な研究課題といえる。 
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